
【住宅資金貸付等勘定】

（単位：円）

現金預け金 52,451,895,695 借入金 215,009,044,000

現金 493,605 財政融資資金借入金 215,009,044,000

預け金 23,236,008,416 債券 1,019,245,081,722

代理店預託金 29,215,393,674 貸付債権担保債券 24,988,093,235

金銭の信託 229,489,192,457 一般担保債券 630,277,142,660

有価証券 224,695,006,056 住宅宅地債券 364,072,459,433

国債 23,931,008,953 債券発行差額（△） △ 92,613,606

地方債 33,997,911,673 預り補助金等 228,746,711,166

政府保証債 35,327,680,541 預り災害復興住宅融資等緊急対策費補助金 228,746,711,166

社債 91,438,404,889 その他負債 56,121,066,063

譲渡性預金 40,000,000,000 未払費用 13,782,092,677

貸付金 1,000,026,161,097 前受収益 35,933,464,960

手形貸付 40,510,849,259 その他の負債 6,146,779,835

証書貸付 959,515,311,838 他勘定未払金 258,728,591

他勘定貸付金 317,548,327,175 賞与引当金 125,806,622

他勘定長期貸付金 317,548,327,175 退職給付引当金 2,616,043,795

その他資産 96,921,005,213 保証料返還引当金 55,600,200

求償債権 9,370,159,770 抵当権移転登記引当金 16,173,206

年金譲受債権 67,664,783,003 保証債務 271,438,005,426

未収収益 1,407,054,396

その他の資産 18,479,008,044 1,793,373,532,200

無形固定資産 1,970,126,172

ソフトウェア 709,241,811

ソフトウェア仮勘定 1,260,884,361 資本金 42,900,000,000

保証債務見返 271,438,005,426 政府出資金 42,900,000,000

貸倒引当金（△） △ 12,074,267,712 資本剰余金 16,345,694

資本剰余金 16,345,694

利益剰余金 347,525,240,928

前中期目標期間繰越積立金 295,274,987,122

積立金 41,499,177,415

当期未処分利益 10,751,076,391

（うち当期総利益）

評価・換算差額等 △ 1,349,667,243

繰延ヘッジ損益 △ 1,349,667,243

389,091,919,379

2,182,465,451,579 2,182,465,451,579

(10,751,076,391)     

資産の部合計 負債の部及び純資産の部合計

純資産の部合計

貸　借　対　照　表
（平成28年３月31日現在）

科　　目 金　　額

負債の部合計

（純資産の部）

科　　目 金　　額

（資産の部） （負債の部）



【住宅資金貸付等勘定】

（単位：円）

経常収益 188,132,454,174

資金運用収益 27,230,383,990

貸付金利息 19,152,519,807

求償債権損害金等 74,252,705

年金譲受債権利息 2,560,900,237

有価証券利息配当金 2,231,575,102

預け金利息 3,929,137

他勘定貸付金利息 3,207,207,002

保険引受収益 149,590,582,833

団信特約料 65,138,268,313

団信受取保険金 69,928,894,632

団信配当金 14,523,419,888

役務取引等収益 582,201,845

保証料 130,488,513

その他の役務収益 451,713,332

補助金等収益 5,522,566,350

災害復興住宅融資等緊急対策費補助金収益 5,522,566,350

その他経常収益 5,206,719,156

貸倒引当金戻入額 491,243,097

保証料返還引当金戻入額 23,281,800

勘定間異動に伴う退職給付引当金戻入額 11,936,716

抵当権移転登記引当金戻入額 239,153

償却債権取立益 1,147,582,945

その他の経常収益 3,532,435,445

経常費用 186,151,089,218

資金調達費用 17,761,882,252

借入金利息 2,032,543,536

債券利息 15,729,338,716

保険引受費用 158,451,321,465

団信支払保険料 87,851,868,781

団信弁済金 70,599,452,684

役務取引等費用 1,684,708,339

役務費用 1,684,708,339

その他業務費用 223,564,730

債券発行費償却 211,768,598

その他の業務費用 11,796,132

営業経費 8,025,221,887

営業経費 8,025,221,887

その他経常費用 4,390,545

その他の経常費用 4,390,545

経常利益 1,981,364,956

当期純利益 1,981,364,956

前中期目標期間繰越積立金取崩額 8,769,711,435

当期総利益 10,751,076,391

損　益　計　算　書
（平成27年４月１日から平成28年３月31日まで）

科　　目 金　　額



【住宅資金貸付等勘定】

（単位：円）

Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー

貸付けによる支出 △ 185,392,940,000

人件費支出 △ 1,996,453,690

団信保険料支出 △ 87,992,178,945

団信弁済金支出 △ 71,011,195,215

その他業務支出 △ 9,490,110,331

貸付金の回収による収入 162,114,315,593

貸付金利息の受取額 19,224,345,976

貸付手数料等収入 921,900

団信特約料収入 63,672,905,096

団信保険金収入 70,142,749,719

団信配当金の受取額 11,266,626,354

その他業務収入 21,227,609,780

国庫補助金の精算による返還金の支出 △ 252,257,100

小計 △ 8,485,660,863

利息及び配当金の受取額 5,667,009,467

利息の支払額 △ 18,673,876,895

△ 21,492,528,291

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券（債券）の取得による支出 △ 199,794,000

有価証券（債券）の償還による収入 22,349,650,000

有価証券（譲渡性預金）の純増減額（減少：△） 72,000,000,000

無形固定資産の取得による支出 △ 2,052,087,445

金銭の信託の減少による収入 5,720,108,295

他勘定長期貸付金の貸付けによる支出 △ 75,500,000,000

他勘定長期貸付金の回収による収入 13,000,000,000

35,317,876,850

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

債券の発行による収入（発行費用控除後） 49,788,241,722

債券の償還による支出 △ 83,518,518,534

財政融資資金借入金の借入れによる収入 39,600,000,000

財政融資資金借入金の返済による支出 △ 13,071,626,000

不要財産に係る国庫納付等による支出 △ 4,457,687

△ 7,206,360,499

Ⅳ　資金増加額 6,618,988,060

Ⅴ　資金期首残高 45,832,907,635

Ⅵ　資金期末残高 52,451,895,695

キャッシュ・フロー計算書
（平成27年４月１日から平成28年３月31日まで）

業務活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー



【住宅資金貸付等勘定】

（単位：円）

Ⅰ　当期未処分利益 10,751,076,391

　　当期総利益 10,751,076,391

Ⅱ　利益処分額

　　積立金 10,751,076,391

利益の処分に関する書類



（単位：円）

 

　　 資金調達費用 17,761,882,252

保険引受費用 158,451,321,465

役務取引等費用 1,684,708,339

その他業務費用 223,564,730

営業経費 8,025,221,887

その他経常費用 4,390,545 186,151,089,218

 

資金運用収益 △ 27,230,383,990

保険引受収益 △ 149,590,582,833

役務取引等収益 △ 582,201,845

その他経常収益 △ 5,206,719,156 △ 182,609,887,824

業務費用合計 3,541,201,394

1,211,293

0 0

△ 4,457,687

3,537,955,000

　の機会費用

Ⅴ　行政サービス実施コスト

Ⅰ　業務費用

Ⅲ　機会費用

　政府出資又は地方公共団体出資等

Ⅳ　（控除）法人税等及び国庫納付額

行政サービス実施コスト計算書
（平成27年４月１日から平成28年３月31日まで）

(2) （控除）自己収入等

Ⅱ　引当外退職給付増加見積額

(1) 損益計算書上の費用

【住宅資金貸付等勘定】



重要な会計方針（住宅資金貸付等勘定） 

 

１ 改訂後の独立行政法人会計基準等の適用 

  当事業年度より、改訂後の「独立行政法人会計基準」及び「独立行政法人会計基準注解」

（平成27年１月27日改訂）並びに「独立行政法人会計基準及び独立行政法人会計基準注解

に関するＱ＆Ａ」（平成28年２月最終改訂）（以下「独立行政法人会計基準等」といいま

す。）を適用して、財務諸表等を作成しています。 

  ただし、「独立行政法人会計基準」第43（注解39）の規定については、独立行政法人通

則法の一部を改正する法律（平成26年法律第66号）の附則第８条により経過措置が適用さ

れることから、経過措置終了まで、現行セグメント区分に基づくセグメント情報の開示を

行っています。 

 

２ 減価償却の会計処理方法 

   無形固定資産 

   定額法を採用しています。 

   なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（５年） 

に基づいています。 

 

３ 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

  貸付金等の貸倒れによる損失に備えるため、債務者を、正常先、要管理先以外の要注

意先、要管理先、破綻懸念先、実質破綻先及び破綻先に区分し、次のとおり計上してい

ます。 

ア 破綻先及び実質破綻先に係る債権については、個々の債権ごとに担保等による回収

可能見込額を控除した残額を引き当てています。 

イ 破綻懸念先に係る債権については、個々の債権ごとに担保等による回収可能見込額 

を控除し、その残額のうち必要と認める額を引き当てています。 

ウ 要管理先及び要管理先以外の要注意先に係る債権のうち、債権元本の回収及び利息の

受取に係るキャッシュ・フローを合理的に見積もることができる債権については、当該

キャッシュ・フローを当初の約定利率で割り引いた金額と債権の帳簿価額との差額を引

き当てています。 

エ 上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績等から算出した予想

損失率に基づき引き当てています。 

 

(2) 賞与引当金 

  役員及び職員に対して支給する賞与に充てるため、翌期賞与支給見込額のうち当期対

応分を計上しています。 

 

(3) 退職給付引当金 

  役職員の退職給付に備えるため、当該事業年度末における退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき計上しています。 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させ

る方法については期間定額基準によっております。 



過去勤務費用は、その発生時の役職員の平均残存勤務期間内の一定の年数（10年）に

よる定額法により按分した額を費用処理しています。 

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における役職員の平均残存勤務期間内の一

定の年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用

処理することとしています。 

 

    （会計方針の変更） 

改訂後の独立行政法人会計基準等を当事業年度より適用し、割引率の決定方法を職

員の平均残存勤務期間に近似した年数を基礎に決定する方法から、退職給付の支払見

込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法

へ変更いたしました。 

       なお、この変更による財務諸表への影響はありません。 

 

(4) 保証料返還引当金 

  注記事項の１(2)の年金譲受債権に係る貸付けを受けた者がその債務の保証を独立行

政法人住宅金融支援機構法（平成17年法律第82号。以下「機構法」といいます。）附則

第６条第１項に規定する財団法人公庫住宅融資保証協会に委託したときに支払った保証

料のうち、未経過期間に対応するものの返還に必要な費用に充てるため、返還見込額を

計上しています。 

 

(5) 抵当権移転登記引当金 

機構法附則第３条第１項の規定により住宅金融公庫から承継した貸付金及び年金譲受

債権に係る抵当権の将来における当機構への移転登記に必要な費用の支払に備えるた

め、将来の支払見込額を計上しています。 

 

４ 有価証券の評価基準及び評価方法（金銭の信託において信託財産として運用している有 

価証券を含む。） 

(1) 満期保有目的債券 

  償却原価法（定額法）によっています。 

 

(2) その他有価証券 

  取得原価を計上しています。 

 

５ 金利スワップ取引の処理方法 

賃貸住宅建設資金の貸付けに要する資金を調達するために発行する住宅金融支援機構債 

券に係るパイプラインリスクのヘッジを目的として行う金利スワップ取引の会計について

は、繰延ヘッジ処理を採用しています。 

また、ヘッジの有効性については、ヘッジ対象とヘッジ手段の変動額等を基礎にして評

価しています。 

 

６ 債券発行差額の償却方法 

債券の償還期限までの期間で均等償却しています。 

 

 



７ 行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法 

政府出資又は地方公共団体出資等の機会費用については、平成28年４月１日付け事務連

絡「「マイナス金利付き量的・質的金融緩和」の導入を受けた平成27事業年度財務諸表に 

おける行政サービス実施コスト計算書の機会費用算定の取扱いについて（留意事項）」（総

務省行政管理局、財務省主計局法規課公会計室）に基づき、0％で計算しています。 

 

 

８ 消費税等の会計処理 

  税込方式によっています。 



注記事項（住宅資金貸付等勘定） 

 

１ 貸借対照表関係 

(1) 担保資産 

     貸付債権担保債券の担保に供するため、貸付金を信託しています。 

     担保に供している資産の額及び担保に係る債務の額については、注記事項（法人単位）

に記載しています。 

 

(2) 年金譲受債権 

     独立行政法人住宅金融支援機構法（平成17年法律第82号）附則第７条第１項第３号の

規定により、独立行政法人福祉医療機構から譲り受けた債権の残高を整理しています。 

 

２ キャッシュ・フロー計算書関係 

資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳 

 現金預け金  ：  52,451,895,695円  

 資金期末残高 ： 52,451,895,695円  

 

３ 行政サービス実施コスト計算書関係 

  引当外退職給付増加見積額については、国からの出向職員に係るものです。 

 

４ 退職給付関係 

(1) 採用している退職給付制度の概要 

当機構は、確定給付型の制度として、企業年金基金制度及び退職一時金制度を設けて

おり、確定拠出型の制度として、確定拠出年金制度を設けています。当機構の企業年金

基金制度は複数事業主制度ですが、年金資産の額を、退職給付債務の比率に応じて合理

的に算定できるため、関連する注記は、以下の確定給付制度の注記に含めて記載してい

ます。  

企業年金基金制度（積立型制度です。）では、役職員の報酬・給与と勤務期間に基づ

いた年金を支給しています。退職一時金制度（非積立型制度です。）では、退職給付と

して、役職員の報酬・給与と勤務期間に基づいた一時金を支給しており、役員分につい

ては簡便法、職員分については原則法により退職給付引当金及び退職給付費用を計算し

ています。 

なお、当機構は、厚生年金基金の代行部分について、平成26年10月１日に厚生労働大

臣から過去分返上の認可を受けています。また、当機構は平成26年10月１日に厚生年金

基金制度を廃止し、確定給付企業年金制度及び確定拠出年金制度へ移行しています。 

 

(2) 確定給付制度 

①退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表
期首における退職給付債務 6,155,360,270 　円

勤務費用 148,889,413
利息費用 36,830,416
数理計算上の差異の当期発生額 141,785,116
退職給付の支払額 △ 175,152,366
過去勤務費用の当期発生額 0
制度加入者からの拠出額 0
勘定間異動に伴う増減 △ 15,190,667

期末における退職給付債務 6,292,522,182

 



②年金資産の期首残高と期末残高の調整表
期首における年金資産 3,362,806,670 　円

期待運用収益 83,862,586
数理計算上の差異の当期発生額 △ 69,708,627
事業主からの拠出額 71,801,158
退職給付の支払額 △ 101,238,104
制度加入者からの拠出額 0
勘定間異動に伴う増減 △ 7,309,911

期末における年金資産 3,340,213,772

③退職給付債務及び年金資産と貸借対照表に計上された退職給付引当金及び前払年金
費用の調整表
積立型制度の退職給付債務 4,118,226,947 　円
年金資産 △ 3,340,213,772
積立型制度の未積立退職給付債務 778,013,175
非積立型制度の未積立退職給付債務 2,174,295,235
小計 2,952,308,410
未認識数理計算上の差異 △ 720,120,588
未認識過去勤務費用 383,855,973
貸借対照表に計上された負債と資産の純額 2,616,043,795

退職給付引当金 2,616,043,795

前払年金費用 0
貸借対照表に計上された負債と資産の純額 2,616,043,795

④退職給付に関連する損益
勤務費用 148,889,413 　円
利息費用 36,830,416
期待運用収益 △ 83,862,586
数理計算上の差異の当期費用処理額 123,361,344
過去勤務費用の当期費用処理額 △ 50,888,969
臨時に支払った割増退職金 0

合 計 174,329,618

⑤年金資産の主な内訳
年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりです。

債券 39%
株式 12%
一般勘定 8%
現金及び預金 41%
合 計 100%

⑥長期期待運用収益率の設定方法に関する記載　
　年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の
配分と、年金資産を構成する多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益
率を考慮しています。

⑦数理計算上の計算基礎に関する事項
期末における主要な数理計算上の計算基礎

割引率 0.6%
長期期待運用収益率 2.5%



 （注）役員分の退職一時金を簡便法で会計処理した金額を含みます。 

 

(3) 確定拠出制度 

    確定拠出制度への要拠出額は、9,094,978円です。 

 

５ 金融商品関係 

(1) 金融商品の状況に関する事項 

金融商品の状況に関する事項については、注記事項（法人単位）に記載しています。 

 

(2) 金融商品の時価等に関する事項 

期末日における主な金融商品の貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、

次表のとおりです。 

（単位：円）

52,451,895,695 52,451,895,695 0

229,489,192,457 230,880,545,213 1,391,352,756

184,695,006,056 192,447,737,600 7,752,731,544

40,000,000,000 40,000,000,000 0

1,000,026,161,097

△ 1,416,442,756

998,609,718,341 1,060,946,366,703 62,336,648,362

317,548,327,175 357,436,194,105 39,887,866,930

3,229,447,141 3,229,447,141 0

66,540,965,287 73,077,179,092 6,536,213,805

1,892,564,552,152 2,010,469,365,549 117,904,813,397

215,009,044,000 230,959,837,043 15,950,793,043

1,019,245,081,722 1,106,258,370,831 87,013,289,109

1,234,254,125,722 1,337,218,207,874 102,964,082,152

（※１）

（※２）

 (7) 年金譲受債権（※１）

  　　その他有価証券

 (2) 金銭の信託

 資産計

 (5) 他勘定貸付金

 (4) 貸付金

貸付金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金等を控除しています。なお、求償債権及び年
金譲受債権に対する貸倒引当金については、重要性が乏しいため、貸借対照表計上額から直接減額
しています。

債券発行差額については、重要性が乏しいため、貸借対照表計上額から直接減額しています。

貸借対照表計上額 時　　価 差　　額

 (1) 現金預け金

 (3) 有価証券

  　　満期保有目的の債券

 (1) 借入金

 (2) 債券（※２）

 負債計

      　貸倒引当金（※１）

 (6) 求償債権（※１）

 

（注）金融商品の時価の算定方法 

  資 産 

(1) 現金預け金 

預け金は全て満期のないものであり、時価は帳簿価額と近似していることから、当

該帳簿価額を時価としています。 

(2) 金銭の信託 

    取引金融機関から提示された価格によっています。 

(3) 有価証券 

債券は、業界団体が公表する取引価格等の市場価格によっています。譲渡性預金は

約定期間が短期間であり、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を



時価としています。 

(4) 貸付金 

貸付金の種類及び債務者区分、期間に基づく区分ごとに、将来キャッシュ・フロー

を見積もり、同様の新規貸付を行った場合に想定される利率で割り引いて時価を算定

しています。 

また、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等については、担保及び保

証による回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定しているため、時価は決算日にお

ける貸借対照表価額から現在の貸倒見積高を控除した金額に近似しており、当該価額

を時価としています。 

なお、貸付金のうち、手形貸付については、約定期間が短期間であり、時価は帳簿

価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としています。 

(5) 他勘定貸付金 

    元利金の合計額を同様の新規貸付を行った場合に想定される利率で割り引いて時価 

を算定しています。 

(6) 求償債権 

担保による回収見込額等に基づいて貸倒見積額を算定しているため、時価は決算日 

における貸借対照表価額から現在の貸倒見積額を控除した金額に近似しており、当該

価額を時価としています。 

(7) 年金譲受債権 

債務者区分及び期間に基づく区分ごとに、将来キャッシュ・フローを見積もり、同

様の新規貸付を行った場合に想定される利率で割り引いて時価を算定しています。 

また、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等については、担保による

回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定しているため、時価は決算日における貸借

対照表価額から現在の貸倒見積高を控除した金額に近似しており、当該価額を時価と

しています。 

 

  負 債 

(1) 借入金 

元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて時   

価を算定しています。 

(2) 債券 

貸付債権担保債券及び一般担保債券については、業界団体が公表する取引価格等の

市場価格によっています。 

住宅宅地債券については、将来キャッシュ・フローを見積もり、同様の新規発行を

行った場合に想定される利率で割り引いて時価を算定しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



６ 有価証券関係 

(1) 満期保有目的の債券 

（単位：円）

区　分 種　類 貸借対照表計上額 時　価 差　額

国債 23,931,008,953 27,107,379,600 3,176,370,647

地方債 33,997,911,673 35,674,206,000 1,676,294,327

政府保証債 17,827,680,541 18,258,170,000 430,489,459

社債 84,537,814,700 87,007,442,000 2,469,627,300

小計 160,294,415,867 168,047,197,600 7,752,781,733

国債 0 0 0

地方債 0 0 0

政府保証債 17,500,000,000 17,500,000,000 0

社債 6,900,590,189 6,900,540,000 △ 50,189

小計 24,400,590,189 24,400,540,000 △ 50,189

184,695,006,056 192,447,737,600 7,752,731,544合　計

時価が貸借対照表計上
額を超えるもの

時価が貸借対照表計上
額を超えないもの

 

 

(2) その他有価証券 

(単位：円）

区　分 種　類 貸借対照表計上額 取得原価 差　額

貸借対照表計上額が取
得原価を超えないもの

その他 40,000,000,000 40,000,000,000 0

　なお、貸借対照表計上額が取得原価を超えるものはありません。

 

 

７ 重要な債務負担行為 

該当事項はありません。 

 

８ 重要な後発事象 

該当事項はありません。 

 

９ 不要財産に係る国庫納付等 

(1) 不要財産としての国庫納付等を行った資産の種類、帳簿価額等の概要 

ア 種類 

    現預金 

イ 帳簿価額 

4,457,687円 



  

(2) 不要財産となった理由 

平成26年度までに措置された出資金等について、上記財産については今後見込まれる

事業量のもとでは業務を確実に実施する上で必要がなくなったと認められたためです。 

 

(3) 国庫納付等の方法 

    独立行政法人通則法（平成11年法律第103号）第46条の２第１項の規定に基づき、国庫

納付を行いました。 

 

(4) 国庫納付等の額 

4,457,687 円 

 

(5) 国庫納付等が行われた年月日 

平成 28 年３月 29 日 

 

(6) 減資額 

0 円 

 


